
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、19年4月1日現在の人数である。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　　　　　Ａ

区　　分 職員数

7,0942,551,499 517,328 1,137,952 4,206,779

千円

19年度 　　　　　　　千円 　　　　　千円人　

593

19年度

別紙３

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（19年度末）

富士見市の給与・定員管理等について

（参考）

18年度の人件費率

6,932

23.5%

%

（参考）一般市平均

一人当たり給与費

24.2

千円千円

　　　　　千円

給与費 B/A

人 件 費

　　　　　　Ｂ

　　計　　Ｂ

人 件 費 率

%

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

104,063

Ｂ／Ａ

5,763,295

一人当たり

実 質 収 支

24,561,436

給　 料

698,474

職員手当 期末・勤勉手当

人 千円 千円 　　　　　千円
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100.7
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 98.3

90

95

100

105

富士見市 一般市(類似団体) 全国市平均
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（20年４月１日現在）

　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

廃棄物処理業従業員 歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

2
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368,536

333,140

368,400
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52.5

国 41.1

362,893富士見市

埼玉県 43.7

325,113

45.9

353,717

区　　分

埼玉県

区　　分

一般市(類似団体

う ち 自 動 車 運 転 手

44.3 412,049

335,955一般市(類似団体)

区　　分

富士見市

う ち 清 掃 作 業 員

う ち 給 食 調 理 員

国

一般市(類似団体)

（国ベース）

419,430

391,069348,999 431,898

平均給料月額 平均給与月額

435,951

平均給与月額

447,314

― 387,506

46.2

平均年齢

国 48.9

埼玉県 46.2

284,679

399,132

320,623

380,175

-

467,700

404,148

429,701

381,178

富士見市

う ち 清 掃 作 業 員

399,132

う ち 給 食 調 理 員

う ち 自 動 車 運 転 手

48.8 18

335,955

49.6

457,200

380,175

（国ベース）

396,728

425,023

378,799

公　務　員

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

民　　間 平均給料月額

対応する民間
平均年齢 平均給料月額 平均給料月額

の類似職種

43.6 299.7千 2814千

40.7 276.6千 254.3千

54.7 297.5千 251.8千

48.4 355,603 390,255

48.9 284,679 320,623

- - -
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（2) 職員の初任給の状況（20年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

－ 円 －

－ 円 －

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

高　校　卒

中　学　卒

経験年数１０年

技能労務職

技能労務職

一般行政職 大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

289,200

266,300

－

336,175

－

－中　学　卒 －

国埼玉県

178,800

144,500 140,100

経験年数２０年

329,181

286,760

363,950

富士見市

148,500

182,400

133,167

高　校　卒

経験年数１５年

172,200

区　　　　　分

一般行政職 大　学　卒

146,700

区　　　　分

－

－
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２０年４月１日現在）

  

（2) 昇給への勤務成績の反映状況
　

１　　級 定形的の業務を行う職務

22人

189人

２　　級

区　　分 標準的な職務内容

３　　級

77人

1.9%

構成比

26.7%

226人

主任の職務

平成１９年１月１日より給与構造の改革を実施し、昇給に際して勤務成績を考慮することとした。
制度完成時までは４号給の昇給を行うこととしている。（ただし５５歳以上の管理職（５級以上）は２
号給）

12人

７　　級

８　　級 部長相当の職務

４　　級

課長相当の職務

副課長の職務

６　　級

５　　級

主査相当の職務
36.7%

2.4%

5.9%

11.5%

副部長相当の職務

36人

職員数

15人

3.8%高度の知識又は経験を必要とする
業務を行う職務

11人 3.5%

１級
1.9%

１級
0.8%

１級
1.8%

２級
3.7%

２級
4.2%

２級
5.8%

３級
32.1%

３級
34.1%

３級
38.4%

４級
38.4%

４級
37.2%

４級
31.0%

５級
13.1%

５級
13.0%

５級
11.3%

６級
6.1% ６級

5.3%

６級
7.0%

７級
2.6%

７級
3.2%

７級
1.8%

８級
2.0%

８級
2.3%

８級
3.0%
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（19年度支給割合） （19年度支給割合） （19年度支給割合）

期末手当　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　  勤勉手当

3  月分  月分 3  月分  月分 3  月分  月分

（ 2 ）月分 ( ）月分 （ 2 ）月分 ( ）月分 （ 2 ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（2) 退職手当（２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　勧奨退職４号） 定年前早期退職特例措置

１人当たり平均支給額　 千円 （２％～２０％加算）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１９年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

（２０年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ 人 ％

％ 人 ％

47.50

59.28

59.28

59.28

－

国富士見市

―１人当たり平均支給額（19年度）

1.5 1.5

1,826

0.75

職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算　５％～20％

富士見市

0.75

195,013

職制上の段階、職務の級等による加算措
置
　・役職加算　　　5～20％
・管理職加算　15～25％

0.75

職制上の段階、職務の級等による加算措置
　・役職加算　　　5～20％
　・管理職加算　15～25％

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

30.55

41.34

1.50

支給率

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

支給実績（１９年度決算）

8

支給対象地域

－

23.50

市内全域

支給対象地域

市内全域

１人当たり平均支給額（19年度）

10

国

23.50

4

支給率

10

支給対象職員数

625

支給対象職員数 国の制度（支給率）

312,021

33.50

26,355

30.55

33.50 41.34

59.28

定年前早期退職特例措置
（2％～20％加算）

47.50 59.28

国の制度（支給率）

59.28

1,980

埼玉県
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 (4) 特殊勤務手当（２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（２０年４月１日現在）

円

円

円

円

（時間外手当に含む） 円

千円

千円

239,673

92,074

千円

（時間外手当に含む）

110

通勤手当

1時間当たりの単価×135％

行旅死病人取扱業務手当

同じ

配偶者　13,000円、子供な
ど１人につき　6,500円ただ
し、満１６歳の年度初めから
満２２歳の年度末までの子
がある場合は、その数に
5,000円を乗じた額を加算。

手　当　名 との異同
国の制度

管理職手当

休日勤務手当

扶養手当

保育業務手当 保育所 保育業務

ボイラー運転

支給職員１人当たり
平均支給年額
（1９年度決算）

手当の名称 主な支給対象業務

社会福祉業務手当

支給実績（１９年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度）

54,142

75,683

ケースワーカー

8,171

千円

61,077

28,466

月額4,000円

給食センター

保安業務手当

住居手当

支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

異なる

管財課

日額200円

主な支給対象職員

行旅死病人の収容・保護

月額4,500円

左記職員に対する支給単価

83,166

異なる内容 （1９年度決算）

455,800

44,932

60,955

異なる

同じ

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支給年額 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支給 年額 （ １ 9 年 度 決 算 ）

内容及び支給単価

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ）

災害発生時に出動した場合

高圧受電・変電施設の保守管理

ボイラー運転業務

福祉課・高齢者福祉課・子育て支援課

手当の種類（手当数）

役職に応じ31,000～62,000円を支給

異なる
・交通機関利用者　運賃相当額・交
通用具使用者　通勤距離に応じた額
上限　20,900円（４０kM以上）

66,976

20.6

1日につき3,000円

国の制度と

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

278

福祉課 1件　収容5,000円　保護1,000

支給実績

月額2,000円

運賃相当額につ
いて上限無し
通勤距離区分を
細分化

借家居住者　家賃額に応じた額（最
高支給限度額　27,000円）
持家居住者　   5,000円

災害出動手当 全職員
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５　特別職の報酬等の状況（20年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

※支給額については埼玉県市町村総合事務組合退職手当支給条例による

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1,000人当たり職員数　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　 人

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

4.53

＜参考＞

8,622,960

7,617,600

事務の整理合理化による減

0

1

給料月額×在職月数×0.20×1.15 任期満了時

147

338,800

420,100

644,000

（参考）一般市（類似団体）における最高／最低

626

[　　７１７　　］

0
595

[　　７１７　　］

23
11

0

事務の整理合理化による減
22

0
0

0

569 ▲ 26
0

6.29

税務福祉

議 員

85

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

市 区町 村長

収 入 役

備　　　　考

391,000

議 長

期
末
手
当

小　計

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

下水道

651合　　計

[　　０　　］
（注）１　職員数は、定員管理調査における職員を表すため、一部事務組合派遣職員は算入せず、教育
長を

97

11 0

▲ 25

57

0

1

24 1

495 472

146
248

職 員 数

平成20年

264

助 役

議 員

消防部門

水道

普
通
会
計
部
門

計

教育部門

経済土木

一
般
行
政
部
門

議会総務

その他

22

小　計

報

酬

収 入 役

684,480

648,600

744,000

市 長

874,000

区 分

副 議 長

市 区町 村長

助 役

副 市 長

退
職
手
当

給

料

任期満了時

366,600

547,800

547,500

4.53

▲ 3
0

4.4

100

　　（19年度支給割合）

760,000

620,000

事務の整理合理化による減

任期満了時

56

＜参考＞

▲ 8

1,070,000

760,000

900,000

670,000

16,885,680給料月額×在職月数×0.35×1.15

給料月額×在職月数×0.21×1.15

4.4

平成19年

副 議 長

給 料 月 額 等

441,000

690,000

786,600

議 長 　　（19年度支給割合）

収 入 役

370,000

77

150

▲ 23

対前年
増減数

主 な 増 減 理 由

事務の整理合理化による減
▲ 16

5.46

＜参考＞

5.47

0
介護保険事務の統廃合
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（2)年齢別職員構成の状況（２０年４月１日現在）

(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

　 　 　 人 人 人 ％

（参考）定員適正化計画における定員管理の数値目標（数・率）

▲15.1

平成22年4月1日 純減数

590

区　分

20歳

27歳23歳未満

28歳

～

36歳

平成18年4月1日

始　期

人

平成17年4月1日

105

平成23年3月31日 ▲105（▲15.1％）

職員数
0

人

7 22 35 47

人

31歳

人 人

52歳40歳 48歳

～

69

職員数

数値目標
終　期

計画期間

695

（注）１　職員数は、定員管理調査における職員数と異なり、教育長を算入せず、一部事務組合への派
遣
　　　　職員を算入している。

純減率

職員数

～

20歳

～

24歳
～

32歳

人

～～

44歳

59歳

～

613121 100 0

35歳

人

～

以上

計

39歳

人 人人

～

60歳56歳

55歳47歳 51歳

人 人

43歳

91

人

67 54

(才）
0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

20-23 24-27 28-31 32-35 36-39 40-43 44-47 48-51 52-55 56-59

５年前の構成比

構成比
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②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、18年度～22年度の5年間である。

―

　　　２　職員数は、定員管理調査における職員数と異なり、教育長を算入せず、一部事務組合への派遣
　　　　職員を算入している。

公 営 企 業 職員数

等 会 計

▲44（　　％）

516 509 ―

611695 675 651 626計 職員数

▲4

58

97

0

　２年目

0

消　防 職員数

一般行政

増減

職員数

職員数

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

教　育

0

増減

　　　４　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降現年
　　　　までの職員増減数の累計を示す。

495 472 ―

▲24 ▲ 23

――

――

▲22（　　％）

―

▲3（　　％）

―57

増減 0 ０　（　　％）

増減 ▲2

増減

      ３　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。ただし、市職員全体で定員管理をして
　　　　いるため、部門別の進捗率は示せない。

▲69（82.1％）

1

60

▲11 ▲19

▲7

基準年

１７年 １８年

119

3年　目

0

１年目

0 0

100

（参考）

計

　１９年

108

56

　20年

数値目標

　20年

▲ 3
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７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況
ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、１９年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（20年度支給割合） （20年度支給割合）

　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

3  月分  月分 3  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

千円

1,962,264 107,911 158,688

千円

158,688 7,213 6,932

千円

（参考）一般市平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

区　　分 職員数 一人当たり

％

8.0 9.8

％

1.45

富士見市

１人当たり平均支給額（１９年度）１人当たり平均支給額（１９年度）

1.45

富士見市水道事業

める職員給与費比率Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

職員給与費比率 １７年度の総費用に占

374,552

430,150

1,999

区　　分 総費用に占める総費用 純損益又は実

　質収支

19年度 　　　　千円

22 99,510 15,197

１9年度 人 千円 　　　　　千円

　　計　　Ｂ

千円　

千円

富士見市水道事業 48.5

　　　　　　区　　分 基本給平　均　年　齢

43,981

平均月収額

1,826

571,242

－

586,208

45.5

1.6 0.75

団 体 平 均

－事 業 者

0.75

千円　

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

1.6
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イ　退職手当（２０年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　勧奨退職４号） （退職時特別昇給　勧奨退職４号）

１人当たり平均支給額　 千円 １人当たり平均支給額 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１９年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（２０年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

2,305

現場業務手当 給水担当

職員 １ 人 当 た り 平 均 支給年額 （ １ ９ 年 度 決 算 ） 121

日額３５０円

41.34

日額３５０円検針・集金手当 収納担当 検針・集金業務

支給実績（19年度決算）

26,355

7,220

22

59.2847.50

定年前早期退職特例措置
（2％～20％加算）

313,903

一般行政職の制度（支給率）支給対象職員数

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）

支給対象地域

市内全域

47.50 59.28

支給率

富士見市

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

33.50 41.34

23.50 30.5523.50 30.55

33.50

富士見市水道事業

支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

15

手当の名称

給水検査業務 日額３００円

支給実績（１９年度決算）

左記職員に対する支給単価主な支給対象職員 主な支給対象業務

職員 １ 人 当 た り 平 均 支給年額 （ １ ８ 年 度 決 算 ） 104

使用開始中止業務

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ）

開始・中止作業手当 収納担当

手当の種類（手当数）

3.1

2,567

職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度）

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

2,183

定年前早期退職特例措置
（2％～20％加算）

27,071

59.28 59.2859.2859.28
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カ　その他の手当（２０年４月１日現在）

円

円

円

円

円

運賃相当額につ
いて上限無し
通勤距離区分を
細分化

通勤手当
・交通機関利用者　運賃相当額・交
通用具使用者　通勤距離に応じた額
上限　20,900円（４０kM以上）

異なる

住居手当
借家居住者　家賃額に応じた額（最
高支給限度額　27,000円）
持家居住者　   5,000円

異なる 1,314 千円

一般行政職
の制度との
異同

手　当　名

713 千円

17,227

千円 42,4001,272

41,929

休日勤務手当 1時間当たりの単価×135％ 同じ

管理職手当 役職に応じ31,000～62,000円を支給 異なる

121 千円

平均支給年額
一般行政職
の制度と異
なる内容 （19年度決算）

支給職員１人当たり支給実績
19年度決算）

93,857

214,364扶養手当

配偶者　13,000円、子供な
ど１人につき　6,500円ただ
し、満１６歳の年度初めから
満２２歳の年度末までの子
がある場合は、その数に
5,000円を乗じた額を加算。

同じ 2,358 千円

内容及び支給単価
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